
建設アスベスト給付金

請 求 の 手 引 き ③
≪追加給付金を請求される方へ≫

＜この手引きの利用にあたって＞

● この手引きは、特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支給に関する法律

（令和３年法律第74号。以下「建設アスベスト給付金法」）に基づく建設アスベスト給

付金の支給について主な内容を取りまとめたものです。

記載内容の詳細については、労災保険相談ダイヤル（電話：0570-006031/詳細は本

パンフレットの裏表紙に記載）にお問い合わせください。

● 建設アスベスト給付金制度の詳細については、以下をご覧ください。

・パンフレット「建設アスベスト給付金制度の概要」

・厚生労働省ホームページ（建設アスベスト給付金制度について）

● 請求期限経過後に請求を行った方や、支給要件に該当しない方に対しては、支給され

ません。

● 本パンフレットは過去に建設アスベスト給付金について認定を受けたことがある方が

異なる区分の疾病で追加給付を請求する場合について記載しております。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_ro

udou/roudoukijun/kensetsu_kyufukin.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/kensetsu_kyufukin.html
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Ⅰ 追加給付金の請求について
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(独)労働者健康安全機構

⑧給付金の支給

給付金制度のしくみは、以下のとおりです。

※「① 給付金の請求」に関し、厚生労働省から請求者の方にご連絡し、不足書類や追加

資料の提出をお願いをする場合があります。

※認定・不認定の結果については、書面でご連絡します。

※建設アスベスト給付金制度の詳細については、

・パンフレット「建設アスベスト給付金制度の概要」

・厚生労働省ホームページ

をご覧ください。（表紙の＜この手引きの利用にあたって＞参照）

１ 給付金制度のしくみ

２ 追加給付金の請求の手続き

1

給付金の請求に必要な書類（４ページ目以降に掲載）をそろえ、以下の宛先まで簡易書

留やレターパックなど、配達状況や到着の確認ができる方法で郵送してください。

（郵送以外の受付はしておりません。）

〒１００－８９１６

東京都千代田区霞が関１-２-２ 中央合同庁舎第５号館

厚生労働省労働基準局労災管理課

建設アスベスト給付金担当あて



Ⅱ 追加給付金の請求に必要な書類

2

追加給付金の請求に必要な書類は、次のとおりです。

※はじめて給付金を請求される場合（裁判等により国から損害賠償金・和解金を受け取っ
ている場合を含みます。）は、

●パンフレット「建設アスベスト給付金請求の手引≪労災支給決定等情報提供サービス
をご利用の方へ≫」

●パンフレット「建設アスベスト給付金請求の手引≪労災支給決定等情報提供サービス
をご利用でない方へ≫」をご覧ください。

番号 書類の種類 提出の要否 ☑欄

１ 基礎資料

① 請求書（→４、６ページ） 必須（記載例は該当するページをご覧ください） □

①-２

委任状または成年後見人等

であることを証明する書類

等（→12ページ）

原則不要
※任意／法定代理人が請求する場合は必要です。
※代理人または請求人以外の方を連絡先として指
定することはできません。

※弁護士法第72条に抵触しない範囲に限ります。

□

①-3

振り込みを希望する金融口座の

通帳またはキャッシュカードの

写し(→12ページ)

必須

※金融機関名、支店名、口座番号、預金種目、口座人名

義が分かるもの

□

２ 添付資料

（０）労災支給決定等情報提供サービス通知書

－
通知書のコピー
（→13ページ）

原則不要

※前回の給付金等の認定後に労災支給決定等情

報提供サービスを受けている場合は、提出して

ください。

□

（１）請求者のご本人確認に必要な書類

②

住民票の写し等（請求者の

氏名・生年月日・住所を確

認できる書類）

（→13ページ）

原則必要

※労災支給決定等情報提供サービスの申請者や、

前回の給付金請求者と同一の者・同一の住所で

ある場合は不要です。

□

（２）請求者が被災者の遺族である場合（被災者が死亡されている場合）に必要な書類 ※請求

者が被災者本人である場合は不要です。

③ 戸籍謄本等（→13ページ）

原則必要

※労災支給決定等情報提供サービスの申請時に提

出されている資料で、請求者が最先順位の遺族

であることが確認できる場合は不要です。

□

③-2

請求者と被災者が事実婚であ

ることを証明する書類（→14

ページ）

原則不要

※請求者が被災者の事実上の配偶者であり、かつ、

労災支給決定等情報提供サービスの申請者と同

一でない場合は必要です。

□

チェック



番号 書類の種類 提出の要否 ☑欄

④

死亡届の記載事項証明書

（死亡の事実や原因が確認で

きる書類）（→14ページ）

原則必要
※被災者に関する労災保険の遺族補償給付、石

綿救済法の救済給付（救済給付調整金、特別遺
族弔慰金、特別葬祭料に限る）、特別遺族給付
金の支給決定や認定を受けている場合は不要で
す。

□

（３）被災者に労災保険給付や石綿救済法の特別遺族給付金の支給・不支給決定、石綿救済法の

救済給付の認定・不認定またはじん肺管理区分決定がある場合に必要な書類

⑤

支給決定等を受けた事実が分

かる資料

（→15ページ）

原則必要

※前回の給付金等の認定後に、以下の決定や認

定等がある場合は必要です。

・労災保険給付・石綿救済法の特別遺族給付

金の支給決定・不支給決定

・石綿救済法の救済給付の認定・不認定

・じん肺法に基づくじん肺管理区分決定

□

（４）請求する区分の石綿関連疾病に罹患していることを証明する資料

⑥
石綿関連疾病への罹患が分か

る資料（→16ページ）
原則必要

※請求する区分の疾病が、以下と同様の場合は

不要です。

・労災保険給付・石綿救済法の特別遺族給付

金の支給決定

・石綿救済法の救済給付に関する認定

・前回の給付金等の認定後に受けた、労災支

給決定等情報提供サービスの内容

□

⑥-２

診
断
の
根
拠
と
な
る
資
料

（→

17

ペ
ー
ジ
）

罹患した疾病にかかわ

らず必要な資料
□

⑥-３
中皮腫に罹患している

場合に必要な資料
□

⑥-4

石綿肺・びまん性胸膜

肥厚に罹患している場

合に必要な資料

□

⑥-５

良性石綿胸水に罹患し

ている場合に必要な資

料

□

（５）追加給付金請求の場合に必要な書類

⑦
前回の給付金の認定内容等が

分かる資料（→18ページ)
必須 □

（６）企業等から損害賠償金や和解金などを受け取っている場合に必要な資料

⑧
企業等からの受領金額の分か

る資料（→18ページ）

原則必要

※前回の給付金等の認定後に企業等から損害賠

償金や和解金などを受け取っている場合は必

要です。

□

（７）その他の必要な資料

⑨
資料の日本語訳

（→18ページ）

原則不要

※日本語以外で作成された資料がある場合は必

要です。

□

3



１ 基礎資料

「特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等請求書」（追－様式１）に、以下の

例を参考に必要事項（赤字部分）を黒字で記入してください。

※同様の項目が記載されているものであれば、この様式による必要はありません。

4

① 請求書（代理人を選任しない場合）

記入日



5

右上欄のいずれかに☑をしてください。（支給・不支給決定があれば下欄も記入）

※「石綿による健康被害の救済に関する法律」の「救済給付」に関する項目であり、

同法の「特別遺族給付金」に関する項目ではないのでご注意ください。

（「決定年月日」は和暦（平成・令和）で記載してください。不明であれば記入不

要です。）

給付金は請求期限があり、請求書の到達日が以下期限内の必要があります（必着）。

（請求期限の末日が行政機関の休日の場合は、その翌開庁日が期限となります。）

●原則：以下のいずれか遅い方の日から起算して20年

・石綿関連疾病にかかった旨の医師の診断があった日

・石綿肺に関するじん肺管理区分の決定（管理２～４のみ）があった日

●被災者（石綿による健康被害を受けた方をいいます。以下同じ。）が石綿関連疾病

により死亡した場合：死亡日から起算して20年

請求者が被災者のご遺族である場合に記入してください。

・「請求者の被災者との続柄」の欄は、上記①～⑥のいずれかを記入してください。

（例えば、被災者の子が請求する場合は「子」と記入。）

・「請求者より先順位の遺族の有無」の欄は、いずれかに☑をしてください。

（給付金の支給を受けることができるご遺族は、上記①～⑥のうち、その番号が最

も小さい方に限られます。）

４項目のいずれかに☑をしてください。

「支給決定あり」または「不支給決定あり」に☑した場合は、その「決定年月日」、

「決定した労働基準監督署長」を記入してください。

（「決定年月日」は和暦（平成・令和）で記載してください。不明であれば記入不要

です。）

・請求者が被災者本人の場合は被災者本人、

・請求者が被災者のご遺族である場合はそのご遺族の氏名・生年月日・住所

（または居所）を記入してください。

・なお、給付金の支給を受けることができるご遺族は、被災者がすでに死亡

した場合の、

①被災者の配偶者（内縁の方を含みます。以下同じ。）

②子 ③父母 ④孫 ⑤祖父母 ⑥兄弟姉妹

のうち、その番号が最も小さい方に限られます。



（次のページにお進み下さい）

（受付番号：　　　　　　　　　　）※記載不要
（　　－様式１－１）

特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等請求書①（追加請求用）

令和５年　４月　１日 請求者氏名

    　　　　　厚生太郎

任意代理人　厚生一郎

厚生労働大臣　殿

　下記のとおり、特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支給に関する法律による給

付金の支給を請求します。

４３年　５月　２０日生

フリガナ トウキョウトチヨダクカスミガセキ１－２－２　チュウオウゴウドウチョウシャ

請求者氏名 厚生　太郎
（明治・大正・昭和・平成・令和）　

１．請求者の情報

フリガナ コウセイ　タロウ 生年月日

請求者

住所又は居所

〒１００－８９１６

東京都千代田区霞が関１－２－２　中央合同庁舎５号館

電話番号　０３（　３２５３　）１１１１　代理人電話番号　○○○ー○○○○ー○○○

２．被災者の情報

フリガナ

※万一、請求者の方が本給付金等の支給の権利の認定・不認定の通知がなされるまでに死亡した場合には、本請求書による請求は無効と

なります。なお、当該場合には、特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支給に関する法律第３条第２項及び第３項に基づき

遺族の方（本請求の請求者を除く。）が御自身の名前で改めて請求を行っていただくことになります。

被災者氏名 厚生　太郎
（明治・大正・昭和・平成）

コウセイ　タロウ 生年月日

１８年　１２月　３１日生

被災者がお亡くなりになっている場合

請求者と被災者との続柄 請求者より先順位の遺族の有無

□　無

□　有（遺族氏名：　　　　　　　　　　）

労働者災害補償保険法による保険給付の支給決定状況

※石綿による健康被害の救済に関する法律による

特別遺族給付金の支給決定状況を含む

□支給決定あり　　　　 □不支給決定あり

□請求予定又は請求中　 □請求予定なし

（支給決定ありまたは不支給決定ありの場合）

決定年月日

（支給・不支給）
　平成３０年　８月　１７日

決定した

労働基準監督署長
＿＿＿＿＿＿＿＿労働基準監督署長

石綿による健康被害の救済に関する法律による

救済給付の支給決定状況

□支給決定あり　 　　　□不支給決定あり

□請求予定又は請求中　 □請求予定なし

認定を受けた

疾病

□中皮腫

□肺がん

□著しい呼吸機能障害を伴うびまん性胸膜肥厚

□著しい呼吸機能障害を伴う石綿肺

（支給決定ありまたは不支給決定ありの場合）

決定年月日

（支給・不支給）

年　　　月　　　日

追

東京中央

✓

✓

（代理人住所 〒○○○ー○○○ ○○県○○市○○

○丁目○番地○号）

（代理人氏名 厚生 一郎）

「特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等請求書」（追－様式１）に、以下の

例を参考に必要事項（赤字部分）を黒字で記入してください。

※同様の項目が記載されているものであれば、この様式による必要はありません。

6

① 請求書（任意／法定代理人を選任する場合）

記入日



・請求者が法定代理人／任意代理人を選任している場合は、請求者の氏名・生年月日

・住所（または居所）・電話番号を記入いただくと共に、（）書きで代理人の氏名・

住所（または居所）・電話番号を記入してください。

・なお、給付金の支給を受けることができるご遺族は、被災者がすでに死亡

した場合の、

①被災者の配偶者（内縁の方を含みます。以下同じ。）

②子 ③父母 ④孫 ⑤祖父母 ⑥兄弟姉妹

のうち、その番号が最も小さい方に限られます。

7

４項目のいずれかに☑をしてください。

※「支給決定あり」の場合は、労災支給決定等情報提供サービスのご利用をお勧めし

ます。（過去の就業先関係の書類、労災保険等の支給に関する通知等を探していた

だかなくても、建設アスベスト給付金の請求に必要となる情報を簡単に把握し、請

求書の記載に利用することや、一部の書類の提出を省略することができます。詳細

はパンフレット「建設アスベスト給付金請求の手引き≪労災支給決定等情報提供サ

ービスをご利用の方へ≫」をご覧ください。）

右上欄のいずれかに☑をしてください。（支給・不支給決定があれば下欄も記入）

※「石綿による健康被害の救済に関する法律」の「救済給付」に関する項目であり、

同法の「特別遺族給付金」に関する項目ではないのでご注意ください。

（「決定年月日」は、不明であれば記入不要です。）

「支給決定あり」または「不支給決定あり」に☑した場合は、その「決定年月日」、

「決定した労働基準監督署長」を記入してください。

（「決定年月日」は、不明であれば記入不要です。）

給付金は請求期限があり、請求書の到達日が以下期限内の必要があります（必着）。

（請求期限の末日が行政機関の休日の場合は、その翌開庁日が期限となります。）

●原則：以下のいずれか遅い方の日から起算して20年

・石綿関連疾病にかかった旨の医師の診断があった日

・石綿肺に関するじん肺管理区分の決定（管理２～４のみ）があった日

●被災者（石綿による健康被害を受けた方をいいます。以下同じ。）が石綿関連疾病

により死亡した場合：死亡日から起算して20年

・任意代理人の氏名は代理人（受任者）、被代理人（委任者）を分けて記入してくだ

さい。

・法定代理人の場合の氏名は「成年被後見人○○の成年後見人××」等と記入して

ください。

請求者が被災者のご遺族である場合に記入してください。

・「請求者の被災者との続柄」の欄は、上記①～⑥のいずれかを記入してください。

（例えば、被災者の子が請求する場合は「子」と記入。）

・「請求者より先順位の遺族の有無」の欄は、いずれかに☑をしてください。

（給付金の支給を受けることができるご遺族は、上記①～⑥のうち、その番号が最

も小さい方に限られます。）
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（注意）故意に虚偽の内容を記載する等の不正の手段により給付金の支給を受けた場合には、不正に受給した金額の返還を

行う必要があります。また、詐欺罪として刑罰に処せられることがあります。

（次のページにお進み下さい）

年　　　　月　　　　日

（請求する区分が⑤又は⑦で肺がんを選択した場合）

被災者の喫煙の習慣の有無
□無

□有（喫煙１日平均　20本、喫煙期間　昭和40年　　１月～　平成29年　　３月）

じん肺管理区分決定年月日

※じん肺管理区分決定がない場合には、

請求する区分の管理区分に相当する旨の

医師の診断日

じん肺管理区分決定の有無
□有

□無
合併症の有無

□有　（疾病名：　　　　　　　　　　　　　　　　）

□無

（昭和・平成・令和） 備考（請求期限）※記載不要

（全ての請求区分）

29年　　　４月　　26日

請求する疾病にかかったと

医師に診断された日

（昭和・平成・令和） 備考（請求期限）※記載不要

（請求する区分が①～⑤の場合）

　　年　　　　月　　　　日

死亡年月日

（昭和・平成・令和） 備考（請求期限）※記載不要

（請求する区分が⑥または⑦の場合）

①石綿肺管理２（相当を含む）でじん肺法所定の合併症なし

②石綿肺管理２（相当を含む）でじん肺法所定の合併症あり

③石綿肺管理３（相当を含む）でじん肺法所定の合併症なし

④石綿肺管理３（相当を含む）でじん肺法所定の合併症あり

⑤以下のいずれか（該当するものを選択）

　□中皮腫　　　　□肺がん　　　　□著しい呼吸機能障害を伴うびまん性胸膜肥厚

　□石綿肺管理４（相当を含む）　　□良性石綿胸水

⑥以下のいずれかを原因として死亡（該当するものを選択）

　□石綿肺管理２（相当を含む）でじん肺法所定の合併症なし

　□石綿肺管理３（相当を含む）でじん肺法所定の合併症なし

⑦以下のいずれかを原因として死亡（該当するものを選択）

　□石綿肺管理２（相当を含む）でじん肺法所定の合併症あり

　□石綿肺管理３（相当を含む）でじん肺法所定の合併症あり

　□中皮腫　　　　□肺がん　　　　□著しい呼吸機能障害を伴うびまん性胸膜肥厚

　□石綿肺管理４（相当を含む）　　□良性石綿胸水

３．請求に関する情報 （　　－様式１－２）

請求する区分

【　　　⑤　　　】
※以下の①～⑦から該当するものを記載

通

✔

✔
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②～⑦のうちから、被災者が当てはまる項目を１つ選択し、記入してください。

また、⑤～⑦を選択した場合は、その項目のいずれかの□を☑してください。

※「石綿肺管理○」とは、じん肺法に基づく「じん肺管理区分」が管理○である旨決

定を受けた石綿肺をいいます。

※「相当を含む」とは、「じん肺管理区分」管理２～４に相当する状態にあるものに

限り、その相当する「じん肺管理区分」の決定を受けていないものです。

（一人親方については、「じん肺管理区分」の決定の対象にはなりません。）

※「じん肺法所定の合併症」とは、以下の疾病をいいます。

なお、給付金額は以下のとおりです。

※喫煙歴を有する方（肺がんのみ）、短期ばく露に関する減額（それぞれ１割）が

あります。（詳細はパンフレット「建設アスベスト給付金制度の概要」を参照）

肺結核、結核性胸膜炎、続発性気管支炎、続発性気管支拡張症、続発性気胸

① 石綿肺管理２（相当を含む）でじん肺法所定の合併症なし 550万円

② 石綿肺管理２（相当を含む）でじん肺法所定の合併症あり 700万円

③ 石綿肺管理３（相当を含む）でじん肺法所定の合併症なし 800万円

④ 石綿肺管理３（相当を含む）でじん肺法所定の合併症あり 950万円

⑤
中皮腫、肺がん、著しい呼吸機能障害を伴うびまん性胸膜
肥厚、石綿肺管理４、良性石綿胸水であるもの

1,150万円

⑥ 上記①、③のいずれかにより死亡した者 1,200万円

⑦ 上記②、④、⑤のいずれかにより死亡した者 1,300万円

前回の給付金等の認定に関する情報を、以下のとおり転記してください。

・「前回の認定区分」←認定決定通知書の「認定区分」

※英数字（Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ…）はアラビア数字（①･②･③…）に変更してください。

・「前回認定日」 ←認定決定通知書右上に記載の年月日

・「前回給付金額」 ←認定決定通知書の「給付金額」

上記「請求する区分」で②～⑤を選んだ場合は、被災者が請求する区分の石綿関連疾

病にかかったと医師に診断された日を記入してください。

・すべての請求区分の方が記入してください。

※ じん肺管理区分の決定はじん肺管理区分決定申請に基づき、都道府県労働局が行

っており、決定がある場合は通知書が交付されます。

・「じん肺管理区分決定の有無」について当てはまる項目を☑してください。

・じん肺管理区分決定がある場合は、「合併症の有無」について☑し、

合併症がある場合は、疾病名を上記「じん肺法所定の合併症」から選び、

「じん肺管理区分決定年月日」（じん肺管理区分の決定がない場合は、請求する区

分の管理区分に相当する旨の医師の診断日）を記入してください。

上記「請求する区分」が⑤または⑦で肺がんを選んだ場合は、それぞれの項目につ

いて記入してください。

上記「請求する区分」で⑥または⑦を選んだ場合は、被災者の死亡年月日を記入して

ください。
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前回の給付金等の認定後に、アスベスト被害について、国に対して訴訟を提起してい

る場合や、すでに支払いを受けた損害賠償金や和解金などがある場合は、その訴訟情

報を記入してください。

前回の給付金等の認定後に、アスベスト被害について、企業（建設会社や建材メーカ

ーなど）に対して裁判外で請求している場合や、訴訟を提起している場合は、記入し

てください。

※すでに損害賠償金や和解金、補償金などを受け取っている場合は不要です。

前回の給付金等の認定後に、アスベスト被害について、企業（建設会社や建材メーカ

ーなど）から損害賠償金や和解金、補償金などを受け取っている場合は、記入してく

ださい。

※現時点で請求中または訴訟継続中の場合は不要です。

アスベスト被害について、国や企業（建設会社や建材メーカーなど）から損害賠償金

や和解金などを受け取っている場合は、給付金額が調整されることがあります。

請求者（任意代理人・法定代理人が請求する場合は、被災者やその遺族）名義の口座

を記入してください。金融機関コードは４桁、支店コードは３桁です。

【請求者本人が金融口座を保有していない場合】

新規口座を開設してください。（その場合、まずは請求書の振込先口座を空欄で提

出し、口座開設後に追加で口座情報を提出してください。）

【成年後見人・代理人弁護士の口座への振込をご希望の場合】

「口座名義」の欄に成年後見人・代理人弁護士の口座であることが明確に分かるよ

う「成年被後見人○○の成年後見人××」「○○弁護士△△預り口」のような形式で

記載してください。「口座名義」のフリガナ欄には、通帳どおりに記載してください

。また、振り込み事故防止のため、通帳等記載のカナ表記で記入してください。

※氏名のフリガナと通帳等名義人のフリガナが異なっている場合があるので、ご注意

ください。

「□上記について同意します。」「□上記について同意しません。」のいずれかを

☑してください。

【同意いただけない場合】

・医療機関、被災者の方がお勤めの企業などに、本請求書に記載された情報などを提

供することができないため、必要な審査が実施できない場合があります。

このため、特段の事情が無い限りは、同意いただけますようお願いします。

・審査の実施のために必要があると判断した際に、ご連絡させていただくことがあり

ます。

社会保険労務士が作成・提出・事務代理を行う場合に記入してください。
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原則不要 ※任意代理人や法定代理人が請求する場合は必要です。

※代理人または請求人以外の方を連絡先に指定することはできません。

Ｂ．本人確認資料

任意代理人・成年後見人等に関する「住民票の写し」を提出してください。

※申請の前３か月以内に作成されたものに限ります。

※「住民票の写し」とは、市区町村が管理している住民票原本である住民票台帳の

内容を専用の紙に写したものです。

住民票の写しをコピーしたものは、正式な証明書として成り立ちません。必ず

住民票の写しの原本を提出してください 。

※住民票の写しは個人番号（マイナンバー）の記載がないものを提出してください

。

※婚姻や国籍変更などで提出書類に複数の氏名表記がある場合は、住民票の写しに

あわせて戸籍抄本または戸籍記載事項証明のいずれかを提出してください。

【委任状に最低限記載すべき事項】（記載例は１９ページを参照ください）

・ 請求者本人氏名および住所

・ 代理人氏名および住所

・ 請求者本人と代理人の関係

・ 委任する内容

※委任する内容は明確に記載してください。

（例：特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支給に関す

る法律に基づく給付金の請求に関する一切の件）

・ 請求者本人の署名または記名・押印

・ 委任の日付

・成年後見人等の場合

成年後見人等であることを証明する書類（成年後見登記に関する証明書など）を提出

してください。

①－２ 委任状または成年後見人であることを証明する書類等

任意代理人や法定代理人が請求を行う場合、以下のＡ、Ｂのいずれも提出してください。

なお、追加の提出資料を求める場合や、請求者本人の意思を直接確認する場合があります。

Ａ．委任状または成年後見人等であることを証明する書類

・任意代理人の場合

代理人が請求者本人により適切に代理権を授与された者であることを確認するために、

委任状（原本）を提出してください。（申請の前３か月以内に作成されたものに限ります。）

また、委任状には、最低限以下の事項を記載してください。

①－3 振り込みを希望する金融口座の通帳またはキャッシュカードの写し

必須

給付金の振込誤りを防ぐため、提出してください。

※預金種目（普通・当座・貯蓄）が分かる箇所を複写してください。キャッシュカードの

場合は、余白に預金種目を追記してください。



２ 添付資料

② 住民票の写し等（請求者の氏名・生年月日・住所を確認できる書類）

原則必要

※労災支給決定等情報提供サービスの申請者や、前回の給付金請求者と同一の者・同一

の住所である場合は不要です。

●原則

請求者の住民票の写し（住民票記載事項証明書）を提出してください。

※住民票の写しは個人番号（マイナンバー）の記載がないものを提出してください。

※戸籍を提出する場合も提出してください。

※その他注意事項は12ページの「住民票の写し」に記載の内容と同じです。

●請求者が外国人の場合で住民票の写しが用意できない場合

旅券、その他の身分を証明する書類の写しを提出してください。

（２）請求者が被災者の遺族である場合に必要な書類

③ 戸籍謄本等＜該当者のみ＞

原則必要

※労災支給決定等情報提供サービスの申請時に提出されている資料で、請求者が最先順位の

遺族であることが確認できる場合は不要です。

請求者と被災者との身分関係（続柄）や、請求者以外に給付金を受け取ることができる

遺族の有無を確認するため、14ページの表に記載している事項が確認できる

戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本、戸籍（除籍）全部事項証明書や住民票の写し

を提出してください。

※戸籍謄本等は、役所から交付されたものをご提出ください。

（コピーは不可。請求前の３か月以内に作成されたものに限ります。）

※請求者と被災者の身分関係や結婚等で新たに戸籍が編製されている場合等は、複数の上

記資料を照らし合わせることが必要な場合もあります。
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（１）請求者のご本人確認に必要な書類

通知書のコピー

（０）労災支給決定等情報提供サービス

原則不要

※前回の給付金等の認定後に労災支給決定等情報提供サービスを受けている場合は、提出

してください。



④ 死亡届の記載事項証明書（死亡の事実や死亡の原因が確認できる書類）

被災者に関する死亡診断書・死体検案書・検視調書のいずれかの記載事項についての、

市町村長（または法務局）の証明書を提出してください。

※８ページの「請求する区分」で⑥または⑦を選んだ場合は、被災者が、請求に関する疾

病に起因して死亡したことを証明することができるものである必要があります。
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請求者の続柄 必要となる戸籍謄本等の内容

①配偶者 ・請求者が、被災者の死亡の時点で配偶者であったこと

②子
・被災者に存命の配偶者がいないこと

・請求者が、被災者の子であること

③父母

・被災者に存命の配偶者・存命の子がいないこと

・請求者が、被災者の父母であること

※被災者の出生から死亡までのすべての戸籍謄本は必須

④孫

・被災者に存命の配偶者・存命の子・存命の父母がいないこと

・請求者が、被災者の孫であること

※被災者の出生から死亡までのすべての戸籍謄本は必須

⑤祖父母

・被災者に存命の配偶者・存命の子・存命の父母・存命の孫がいな

いこと

・請求者が、被災者の祖父母であること

※被災者および配偶者から孫までの出生から死亡までのすべての戸

籍謄本は必須

⑥兄弟姉妹

・被災者に存命の配偶者・存命の子・存命の父母・存命の孫・存命

の祖父母がいないこと

・請求者が、被災者の兄弟姉妹であること

※被災者および配偶者から祖父母までの出生から死亡までのすべて

の戸籍謄本は必須

原則必要

※被災者に関する労災保険の遺族補償給付、石綿救済法の救済給付（救済給付調整金、特

別遺族弔慰金、特別葬祭料に限る）、特別遺族給付金の支給決定や認定を受けている場

合は不要です。

③ー2 請求者と被災者が事実婚であることを証明する書類

原則不要
※請求者が被災者の事実上の配偶者であり、かつ、労災支給決定等情報提供サービスの

申請者と同一でない場合は必要です。

住民票（続柄に「妻（未婚）」等と表示されているもの）、民生委員発行の事実婚証

明書などの、請求者が被災者と事実上の婚姻関係にあったことが確認できる資料を提出

してください。
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（３）被災者に、労災保険給付や石綿救済法の特別遺族給付金の支給
・不支給決定、石綿救済法の救済給付の認定・不認定またはじ
ん肺管理区分決定がある場合に必要な書類）

⑤ 支給決定等を受けた事実が分かる資料＜該当者のみ＞

前回の給付金等の認定後に受けた
決定や認定

支給決定等を受けた事実が分かる
資料の例

労災保険給付や石綿救済法の特別遺
族給付金の支給・不支給決定

支給決定通知書・不支給決定通知書

石綿救済法の救済給付に関する認定
・不認定

認定等の結果通知書
（疾病名が記載されているもの）

じん肺法の管理区分決定 じん肺管理区分決定通知書

原則必要

※以下の決定・認定等がある場合は必要です。

前回の給付金等の認定後に、以下の表の左欄の決定や認定等がある場合は、

右欄の資料など、支給決定等を受けた事実がわかる資料を提出してください。

（これらの通知書がない場合は、これらを添付せずに請求いただいてもかまいませんが、

必要に応じて追加提出をお願いする場合があります。）



●請求する区分の疾病が、以下の表の左欄の決定や認定等と同様の場合

●請求する区分の疾病が、前回の給付金等の認定後に受けた、労災支給決定等

情報提供サービスの通知書の記載と同様の場合

※これらに当てはまる場合は、15ページの（３）のとおり、その支給決定等を受けた事実が

分かる資料や、労災支給決定等情報提供サービスの通知書等を提出していただく必要があ

ります。
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（４） 請求する区分の石綿関連疾病に罹患していることを証明す
る資料

原則必要

※以下の場合には不要です。

⑥ 石綿関連疾病への罹患が分かる資料

以下の「診断（意見）書」を提出してください。

（医師の診断（意見）書は、原則、石綿関連疾患と診断された医療機関、それが難しけれ

ば現在療養中の医療機関で発行してもらってください。）

・［中皮腫用］…共－様式１

・［肺がん用］…共－様式２

・［石綿肺用］…共－様式３

・［著しい呼吸機能障害を伴うびまん性胸膜肥厚］…共－様式４

・［良性石綿胸水用］…共－様式５

決定や認定 石綿関連疾病に罹患していることを
証明する資料

労災保険給付や石綿救済法の特別遺
族給付金の支給・不支給決定

支給決定通知書・不支給決定通知書

石綿救済法の救済給付に関する認定
・不認定

認定等の結果通知書



⑥-２～５ 診断の根拠となる資料

以下の資料を提出してください。

番号 疾病 提出する資料

⑥－２
罹患した疾病に関わらず

必要な資料

・エックス線画像、ＣＴ画像

・石綿計測結果報告書や診療録の写し、その他検査結

果報告書（検査を行っていない場合は不要です）

⑥－３
中皮腫に罹患している場

合に必要な資料

・病理組織診断報告書、細胞診断報告書

（どちらか１つの報告書は必ず提出してくだ

さい。）

・可能な限り以下の標本も提出してください。

病理組織診断報告書の場合：ＨＥ染色標本

細胞診断報告書の場合：パパニコロウ染色標本

⑥－４

石綿肺・びまん性胸膜肥

厚に罹患している場合に

必要な資料

・呼吸機能検査結果報告書

⑥－５
良性石綿胸水に罹患して

いる場合に必要な資料

・胸水の検査結果（性状、浸出液か漏出液かの鑑別の

ための検査を含む生化学的検査、細胞診を含む細胞

学的検査、細菌学的検査、ＣＥＡ、ＣＹＦＲＡ、Ａ

ＤＡ、ヒアルロン酸値等）および胸水貯留をきたす

他の疾病の有無を示す医証（既往歴・現病歴、リウ

マチ因子等の検査結果等）
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（６） 企業等から損害賠償金や和解金などを受け
取っている場合に必要な資料

⑧ 企業等からの受領金額が分かる資料

原則必要

※前回の給付金等の認定後に、企業等から損害賠償金や和解金などを受け取っている場合

には必要です。

（７） その他の必要な資料

⑨ 資料の日本語訳

（５）追加給付金請求の場合に必要な書類

⑦ 前回の給付金の認定内容等がわかる資料

前回の建設アスベスト給付金の支給に関する認定時の、認定決定通知書の写しを添付して

ください。
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判決内容の分かる書類や、和解に関する合意書などを提出してください。

併せて、受領年月日が分かる資料（通帳の写し、受領書等）を提出してください。

原則不要

※日本語以外で作成された資料がある場合には必要です。

日本語以外で作成された資料がある場合には、必ず提出してください。
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2023.7

労災保険相談ダイヤル

０５７０－００６０３１

月曜日～金曜日 8:30～17:15

（土・日・祝日・年末年始はお休みします）

※ご利用の際は、通話料がかかります。IP電話など、一部の電話からはご利用になれません。

※労災支給決定等情報提供サービスや、労災保険一般に関するご相談も受け付けています。

お問い合わせ先


